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2019 年度調査 結果の概要（2018 年度の民間企業による研究開発活動の概況） 
 
１．研究開発投資の動向 
・2018 会計年度における主要業種の社内研究開発費は、１社当たりの平均値が 23 億
6,741 万円であり、外部支出研究開発費は平均 4 億 5,554 万円であった。 
・2017 会計年度と比較すると、社内研究開発費は平均値、中央値ともに増加したが、
外部支出研究開発費の平均値は減少した。 
2018 会計年度における回答企業の主要業種※1 における社内研究開発費は、1 社当たり平均














表 2． （前回調査結果）資本金階級別 主要業種における 1 社当たりの研究開発費  （2017 会計年度） 
資本金階級 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 807 28126.3 8665.0 743 3577.9 0.0 744 3915.4 0.0
10億円以上100億円未満 576 82781.8 29099.0 520 7492.9 0.0 515 10748.3 0.0
100億円以上 271 1185200.2 214983.0 248 11188.8 0.0 248 242748.8 3354.5











資本金階級 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 812 21906.4 7069.0 704 1937.4 0.0 689 3143.9 0.0
10億円以上100億円未満 601 88788.7 26850.0 538 11548.4 0.0 532 10421.9 33.0
100億円以上 257 1141375.8 207929.0 228 11043.3 0.0 229 261048.8 3641.0
































































































の平均値 A の上位 10 業種
の値を示した。 
注２： 平均値 A は、業種別の自社











注２： 平均値 B は、各企
業 の外 部 支 出 研 究




























































プッシュ型の研究開発」（同 23.0%）の約２．５倍となっている（図 4）。 
 
























































図 5.  研究開発の性格や目的別の内訳  （研究開発費に基づく比率の平均値） 
 
 図 6.  研究開発の性格や目的別の内訳  （研究開発費に基づく比率の平均値）：業種カテゴリー別  
  
注 : 内容的に SDGs（国
連 の“ 持 続 可 能 な開 発
目 標 ”）に関 連 している
技 術 の研 究 開 発 ではな
く、  SDGs への対応自
体を明示的な目的とした
研究開発を指している。 
注 : 41 の主要業種分類
（表 1-1）のうち、「農林水
産 業 」、「鉱 業 ・採 石 業・


















































値で見ると 120.9 人であった。 
資本金階級別に研究開発者の年齢階級別内訳比率（平均値 A）を見ると、いずれの資本金階
級においても、年齢階級が上になるほど、研究開発者の比率は小さくなる傾向がある。特に、資本
金 1 億円以上 10 億円未満および資本金 10 億円以上 100 億円未満の企業では、29 歳以下の
研究開発者の比率が約 20%程度を占めている。一方、資本金 100 億円以上の企業は、研究開発
者比率の年齢階級による違いが、他の資本金階級に比べて小さいという特徴がある（表 3、図 7）。 
 
表 3.  資本金階級別 研究開発者を雇用している企業割合及び研究開発者数 
 
 






1億円以上10億円未満 909 96.4% 876 28.2 12.0
10億円以上100億円未満 653 97.1% 634 53.6 26.0
100億円以上 340 98.2% 334 491.7 151.5
































採用した企業の割合は 2014 年度以降 4 年連続で増加していたが、2018 年度の割合は、
わずかながら前年より減少している。 




2014 年度以降 4 年連続で増加していたが、2018 年度の割合は、わずかながら前年より減少して
いる（図 8）。 
 








































2017 年度に続いて 2 番目に高い値であり、中期的に見て、新卒の研究開発者を採用す
る企業の割合は増加傾向にあると考えられる。 
研究開発者を採用した企業の割合の推移について、中途採用と新卒に分けて見ると、中途採
用者を行った企業の割合が 2018 年度に 37.6%となり、これまでにない高い値となった。 
一方、研究開発者（新卒）を採用した企業の割合は、2014 年度から 2017 年度まで 4 年連続で
増加していたが、2018 年度は減少した。ただし、2018 年度の値は、図に示した期間においては、

























































































の割合は、2016 年度には明確な増加が見られたが、それ以降は 3 年連続で同じ割合となっている。
ポストドクター経験者の占める割合は一貫して極めて小さい。女性研究開発者（新卒）の割合につ
いては、2017 年度まで 3 年連続で増加したが、2018 年度はわずかながら減少している（図 10）。 
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調査では「2018 年度」の 1 年間に変更したため、前回までの調査結果に比べて低くなったが、大
幅な低下とはなっておらず、全体的な傾向は大きく異なってはいない（図 14）。 
 
図 14.  イノベーションを実現した企業の割合  
 
注：2018 年度調査までは、「過去 3 年間」におけるイノベーションの実現について調査していたが、






・1 社当たりの国内特許出願件数は平均 71.5 件で、資本金階級 100 億円以上の企業に










・特許出願 1 件当たり費用の資本金階級による違いは大きくない。 
特許出願 1 件当たりの費用については、外れ値の影響が比較的、表れにくい平均値 A や中央
値で見ると、資本金階級による違いは大きくない（表 5）。 
 
表 5. 資本金階級別 特許出願 1 件あたりの費用  
 
注 1： 国内特許出願が１件以上で、かつ出願費用が１万円以上の企業を対象にした。 
注 2： 平均値 A は、各カテゴリーの各種出願総費用を各種出願総件数で除した値。 






2,283.4 万円であり、件数の平均値は 5.6 件である。ライセンス・アウト（自社で取得した特許権を他
者に売却したり、使用を許諾したりすること）の金額の平均値は 2,296.3 万円であり、件数の平均値
は 4.4 件である。両者の金額の平均値は、資本金階級が上になるほど、大きくなっている(表 6)。 
 




N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 498 9.9 2.0 460 1.2 0.0 459 3.2 0.0
10億円以上100億円未満 527 18.7 6.0 499 3.1 0.0 503 10.1 0.0
100億円以上 310 260.2 72.5 296 65.3 11.0 298 262.4 40.5
全体 1335 71.5 5.0 1255 17.1 0.0 1260 67.2 0.0
資本金階級
国内出願件数 国際出願件数 外国出願件数
N 平均値A 平均値B 中央値 N 平均値A 平均値B 中央値 N 平均値A 平均値B 中央値
1億円以上10億円未満 348 32.4 34.8 28.9 114 48.3 51.6 48.1 109 68.5 81.3 56.5
10億円以上100億円未満 435 34.8 75.0 28.0 229 47.0 53.2 43.3 232 59.4 67.2 52.0
100億円以上 242 34.0 33.1 26.8 175 55.9 57.9 45.6 181 115.8 87.9 59.0
（うち1000億円以上） (26) (33.0) (28.5) (24.8) (17) (55.0) (57.9) (44.1) (16) (98.5) (72.8) (60.6)




N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値 N 平均値 中央値
1億円以上10億円未満 539 306.1 0.0 553 1.6 0.0 535 406.4 0.0 552 1.5 0.0
10億円以上100億円未満 504 671.9 0.0 521 1.8 0.0 508 891.4 0.0 523 1.0 0.0
100億円以上 241 10075.7 0.0 241 22.7 0.0 244 9365.1 2.0 246 18.2 1.0
（うち1000億円以上） (25) (34029.5) (0.0) (24) (4.5) (0.0) (25) (52664.0) (496.0) (25) (15.6) (6.5)




















図 15. 他組織との連携の有無（N=1906）  
 
 









資本金階級 N 連携したことがある 連携したことがない
1億円以上10億円未満 911 60.2% 39.8%
10億円以上100億円未満 651 81.6% 18.4%
100億円以上 344 93.3% 6.7%







をみると、国内の大学等 (76.0%)と大企業 (71.1%)が 7 割以上となっており、中小企業
(55.5％ )が続いている。一方、最も規模の大きい連携をした他組織については、大企業 
(34.4%)、国内の大学等(28.1%)、国内の公的研究機関(9.3%)の順に回答割合が高くなって
いる（図 16、図 17）。 
 
図 16. 研究開発の促進を目的とした他組織との連携の実施割合：他組織の種類別  
 
注 1：他組織の種類（「その他」を含む 8 種類）の全てについて、「連携した」「連携していない」「不明」のいずれ
かを回答した企業を対象に、他組織の種類別に、「連携した」と回答した企業の割合を集計した。  




図 17. 最も大きい規模の連携をした他組織  
 




























































































































図 20. 国内企業との連携における問題点  
 

































































関する政府調達、の 3 種類の政府の施策・制度について、企業による利用状況を質問した。 
これらの施策のうち、「研究開発に関する政府調達」の利用企業の割合は、2017 年度まで 1～
2%程度の低い値に留まっていたが、今回、調査した 2018 年度については 6.1%であり、著しい増
加となった（表 8、図 22）。 
 
表 8. 研究開発支援に関する施策を利用した企業数・割合の推移  
 
 
図 22. 研究開発に関する政府調達を利用した企業の割合の推移  
 
2014 2015 2016 2017 2018
（政府の施策）
試験研究費の総額にかかる税額控除制度 495 549 610 694 772
研究開発に対する補助金等の支援制度 326 319 329 319 387
研究開発に関する政府調達 21 11 15 40 117
回答企業全体（N） 1348 1405 1569 1751 1923
（政府の施策）
試験研究費の総額にかかる税額控除制度 36.7% 39.1% 38.9% 39.6% 40.1%
研究開発に対する補助金等の支援制度 24.2% 22.7% 21.0% 18.2% 20.1%
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